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都市システム研究の分析的枠組みに関する一考察
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IV おわりに

I はじめに（問題の所在）

経済地理学の分野においては，これまで都市システムに関して実証を含む数

多くの研究がなされてきた。実証的な諸研究それ自体は，現状把握のためには

必要不可欠なものであり，諸都市のシステムに対する認識を深める上で有益な

分析も多い。しかしながら従来の諸研究は，その論者によって都市システムの

定義が必ずしも一致しておらず，それが各個別研究の体系化，あるいは総合・

接合を行う際の様々な困難を生じさせてきたように思われる。

それゆえ従来の都市システムに関する諸研究においては，実証的な諸研究と

理論的な諸研究との聞の整合性あるいは関連性が不十分な形でしか整理されて

おらず，また理論的諸研究開での整合性・関連性に関しても十分な考慮がなさ

れてきたとはいえない。特に理論的な諸研究の分野においては，立地論として

の中心地理論体系とその他の都市間諸関係を扱った諸研究の間での蹴簡が大き
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な問題であると思われるo

本稿では，これらのことを考慮し，理論的な諸研究の間，あるいは理論的な

諸研究と実証的諸研究の聞を接合する代替的視点を提供することを目的とす

る。これによって，都市システムに関するある程度の規定とその研究対象領域

の明確化を行い，同時に，従来，中心地理論を筆頭に静態的であるとの批判を

受けてきた都市システム論を動態的な視点の下に統合することを試みる。この

代替的視点の提示によって，シテスム自体の歴史的な動態的諸変化をその理論

体系のなかに取り込めるような分析の枠組みを構築することが最終的な目標で

ある。

II 都市システム分析のフレームワーク

都市システムに関しては，これまでに理論，実証を問わず，実に多種多様で

数多くの研究がなされているo しかしながらその一方で，都市システム研究を

進める際の分析的枠組みや方法論，あるいは都市システム自体の概念的規定な

どを考察した研究は意外なほど少ない。この章では，まず，既存の都市システ

ムに関する諸研究の動向を概観し，次いで都市システム研究の分析枠組みや方

法論を考察した日野と村山の研究を取り上げその検討を行った後，筆者の考え

る都市システム分析の全体的フレームワークの提示を行う。

1) 都市システムに関する既存の諸研究

実証的な諸研究の分野では，各主要先進国について，大企業の本社や支社の

立地・配置に関する数多くの実証的分析がなされている。これら一連の研究の

成果として，各主要国における大企業の本社・支社等の主要都市での立地・集

積状況が明らかにされてきた。近年，この種の研究が盛んに行われるように

なった背景には，一般に中枢管理機能1) という用語によって総称される企業の

本社・支社などの事業所の立地・集積が，現代の大都市の主要な成長の原動力

となっているとの認識が広く浸透してきたことがある（山本， 1994）。これら数

多くの実証研究の積み重ねによって，本社・支社の集積量の差異に基づく都市
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の階層的序列関係が明らかにされ，さらには，それらの時系列的比較による階

層関係の変化に関する研究（日野， 1977；藤田， 1984），階層構造の各国比較研

究（青野， 1986），そして各都市に配置された支社等の事業所が担当・管轄する

地域的範囲を通じてその都市が影響を与える（支配する）地域的範囲（テリト

リー）を確定する研究（阿部， 1991；森川， 1994）など，多くの研究成果が蓄

積されてきた。

また，これらのストック（立地）を主な分析対象とする研究に対して，都市

閣を流れる様々なフローに注目し，グラフ理論法，因子分析法，クラスター分

析法など様々な手法を用いて， OD行列等を資料として分析することで都市間

関係の構造を明らかにしようとする研究もまた数多くなされている（森川，

1990；村山， 1994）。都市聞を流れるフローの指標としては，電話通話や新聞な

どの情報流動，航空や鉄道，自動車等による旅客・貨物流動などが使用され，

都市の結節性やアクセシピリティの測定，結節・機能地域の範囲確定などが試

みられている（北村・寺阪編著， 1979；朴， 1995）。しかし OD行列を資料と

して分析する際には，利用可能な形での統計が入手困難なものも多く（例えば

資金流動に関するもの等），資料的制約が大きい。それゆえ比較的入手の容易な

電話通話や航空旅客などに研究が編る傾向があることが指摘されている（日

野， 1981；村山 1994）。

これらの実証的諸研究は，先にも述べたように，現状を把握するためには必

要不可欠なものであり，諸都市のシステムに対する認識を深める上で有益であ

ることは間違いない。しかしながら，同系統の諸研究開での比較研究を除いて

は，他の実証的諸研究との閣の整合性や関連性が十分に考慮されているものは

ごく少数に限られている。また，実証的諸研究と理論的な諸研究との聞の整合

性・関連’性について言えば，それらの多くは，中心地理論等を無批判的に前提

に据え，それらの諸理論と分析で得られた現実との整合性あるいは事離といっ

た状況を指摘するに留まっているO 実証的研究の多くが，実証分析の成果と中

心地理論等の理論的諸研究との関係づけを残された課題として挙げ，更なる考

察の必要性を指摘している。これらのことからも，この種の問題が実証的分析

を行う研究者の間で広く認識されてはいるものの，その後の取り組みが十分に
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なされていないことが窺える。

理論的な側面を扱う諸研究について見ると，クリスタラーの中心地理論を主

軸とした古典的理論の拡大・精級化を試みる研究が最も多い（林， 1986）。具体

的には，クリスタラ一理論とレッシュ理論の構造的比較（Parr,1973）や，中心

性の実証的測定のための操作的概念として考案された成立関値概念の研究（ペ

リー＆パル， 1988，邦訳1992），さらにそのペリーの成立関値概念を批判的に

検討するもの（碓井， 1979）等があり，中心地理論をめぐって様々な諸研究が

なされている。しかしながら，演緯的に構成された中心地理論体系の抽象的な

幾何学的操作を中心とするこれらの諸研究には，実証的分析で得られたような

現状がこれらの諸理論とどう関連しているのか，あるいは次に述べるような都

市間諸関係に注目する諸研究との関連性・整合性といった事柄には一般的に関

心が薄いように思われる。

また，中心地論はその理論構成上から言っても静態的な特性をもっ理論であ

り，歴史的な諸変化の過程を考察するには自ら限界があるという指摘が数多く

の論者によってなされている（富田， 1991；山本， 1994）。このような見方に対

して，中心地理論を動態化するための試みもいくつかなされてはいるが2），中

心地理論は，基本的には均衡理論であり，歴史的変化に対応するような理論の

動態化は中心地理論とは異なる方向性でなされるべきだとする林 (1986）の見

解にも見られるように，中心地理論の動態化には否定的な意見が一般的なよう

である。

これら演緯的な中心地理論研究とは異なり，実証的諸研究から得られた成果

を基に，より帰納的なアフ。ローチによって理論の構築を目指すものとして都市

間諸関係に注目する諸研究がある。これらは先の実証研究の所で言及した諸フ

ローによる都市間結合の構造を分析することによって，都市の成長率格差や諸

生産部門・諸機能の立地・配置などを説明しようと試みるものである。その中

でも Hagerstrand(1966）の情報拡散理論を基にイノベーションや成長誘発的

革新などの情報の都市間伝達を分析する諸研究がこの分野の主流を占めている

(Berry, 1972 ; Lasuen, 1971）。その代表格として挙げられるのが Pred

(1973, 1976, 1977）である（PredについてはE章で詳細な検討を行う）。また，
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理論と言うよりは仮説やモデルと言った方が近いが，交通地理学（テーフ＆

ゴージェ， 1973，邦訳1975）やオフィス立地論（アレキサンダー， 1979，邦訳

1989）においてなされているような対面接触による情報伝達とコンタクト・ア

クセシビリティに関する諸研究（Torenqvist,1970, 1973）もこの分野に含まれ

るであろう。

これらの諸研究は，帰納的モデルであることから，一般に，演鐸的モデルで

ある中心地理論に比べると実証研究に馴染みゃすいという側面もあるが，その

反面，イノベーションの都市間伝達とその採用過程などは，本質的に実証不可

能な部分も多く，理論化の面から見ると仮説レベルに留まざるをえない場合も

少なくない（森川， 1982）。しかしながら，中心地理論が，美しくはあるが規則

的・均整的でリジッドな空間的秩序構造しか描き出せないがゆえに現実説明能

力を失いつつあるのに対して，現代の不均整でますます複雑になっていく現実

の姿を説明する手段を提供していることは大きな利点であるといえるo ただ問

題は，このような都市間相互作用関係を扱う諸研究と，現実説明能力を減少さ

せているとはいえ依然、として都市システム分析において強力な力を発揮する中

心地理論体系との関連性が明確になっていないことである。双方は全く異なっ

たアプローチではあるが，同じ都市システムという対象を扱う以上，何らかの

形で両理論の接合・整合を図る必要がある。そして両者を接合することで，よ

り高次の現実説明能力が得られるようになるだろう。

このように実証・理論の双方において，実に多種多様で数多くの研究がなさ

れているが，それらの聞の関連性・整合性は必ずしも明快ではない。それでは，

これら様々な実証的・理論的諸研究は，どのような形で整理され関連づけられ

るのであろうか。つまりは，都市システム論という一分野を構成する全体的な

分析の枠組みの中で位置づけられるのであろうか。そこで次節では，都市シス

テム研究の全体的枠組みに関する考察と，それによる諸研究の整理・分類を

行った日野と村山の研究を検討していきたい。

2) 分析的フレームワークに関する従来のアプローチ

日野 (1981)はまず，「都市群システム研究はそもそも新たな理論の構築を目
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ざすものでもなければ固有の研究方法を備えたものでもない。それは都市群に

関する種々の研究を都市閣の相互作用関係の研究を中心にして組織化するとこ

ろに独自性がある。…中略… 都市群システム研究が問われるべき点は，都市

群に関する研究あるいは知識を組織化するための枠組みを十分に確立している

かどうかである（p.135）」と述べ，システム論的な認識方法によって種々多様

な諸研究を分析・総合することこそが都市システム研究であるとする。

次いで日野は，そのような都市群システム研究を行う際の全体的枠組みは，

①階層構造等の都市群システム全体の特性を明らかにする“特性分析”，②都市

の機能分析とその分類を行う“機能分析”，③都市聞の相互作用関係を明らかに

する“構造分析”，そして④「特性分析によってとらえられるシステムとしての

特性を，機能分析および構造分析によってとらえられる機能を特定された都市

聞の相互作用関係によって説明する（p.139）」“総合分析”の四つの分析から構

成されるとするo

特性分析には主として都市の階層構成に関する諸研究が含まれ，規模順位法

則や中心地論の階層性に関する議論がこれに該当する。次に機能分析について

は，機能的に高度に統合された都市システムのなかでは各都市はある機能に特

化することによって他都市と機能的な分業をおこなっており，その”部分（都

市）”の機能は”全体（都市システム）”との関係をもって初めて規定すること

ができるとするo そこで経済基盤論を用いて，ある都市が全体システムのなか

で担っている役割（特化している機能）を抽出し，都市をその機能によって分

類する諸研究がこの分析に属することになる。そして構造分析には，都市間相

互作用関係を分析対象とする諸研究が含まれる。この分析においては様々な都

市間流動（人・財貨・サービス・情報等）を分析することで都市聞の結合構造

を明らかにすることに主眼がおかれる。またこれに関連して，都市間結合を創

出する主体としての複数立地を行う巨大組織（大企業や行政機関等）の空間的

構造を分析する m企業の地理学”の役割の重要性が強調されているo そして最

後の総合分析については，先の特性分析・機能－構造分析を基礎として，これ

らの分析の十分な蓄積をもとに展開されるものであるとしている。

日野が提唱する全体的な分析の枠組みは，既存の諸研究の大多数を包含し，
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この枠組みの中における一応の位置づけを与えている。しかしながら，彼の提

示する枠組みは，階層関係に関するものなら特性分析に属するといった形で，

各諸研究を分析対象ごとにグルーピングしているにすぎない側面が強い。特

に，他の三つの分析を統合する役割を担うべき④の総合分析の内容が，具体的

な形で述べられておらず，どの様な方法で各分析を接合するのかが明らかにさ

れていない。そのため，特性分析と機能分析の聞や機能分析と構造分析の問と

いった各諸分析聞の関連性，接合方法が暖昧なまま残されてしまっている。

日野が言うような都市群に関する研究・知識を組織化するための枠組みを確

立するには，彼の言う総合分析に当たる全体的な分析のフレームワークをまず

最初に確立し，その上で各分析・諸研究をその枠組みの中に位置づける作業を

進めていくことが必要であると考えられる。これによって初めて各分析・諸研

究の聞の関連性が明確になり，諸研究を接合・統合する方法を模索することが

可能になる。さらに全体的な枠組みを構築するには，固有の研究対象としての

都市システムをある程度明確に規定しておくことが前提となるだろう。

次に検討する村山 (1994）は，分析枠組みや方法論の発展という観点から従

来の諸研究の整理を行っているo 彼は，都市群システムを「資本・物資・人口

め流動，情報の交換，イノベーションの拡散，経済変動の波及などを通じて互

いに依存しあう都市の集合体を包括的に意味する概念（p.396）」であると規定

し，グラフ理論的概念を用いればノード（規模，機能，位置的ポテンシャルを

持つ都市）に関する諸研究とリンケージ（太さ，長さ，方向をもったベクトル

としての都市間関係）に関する諸研究に大きく分けることができるとしてい

る。そして「都市群システム研究は，まずノード群の空間的秩序の解明に力点

をおいた静態的分析から出発し，ついでリンク属性を組み込んだ都市間関係の

分析が加わり，さらには両要素の相互関係（ノードの変化がリンクに与える影

響，そしてリンクの変化がノードに与える影響）を動態的に探究する空間プロ

セス研究へと進んできた（pp.397-398）」とする。

そしてノード（都市群）の空間秩序の解明に力点をおいた研究として，中心

地理論（分布パターン〉，都市規模分布，都市次元（都市問機能分業）の三つを

挙げ， 「これらはいずれも都市間関係をブラックボックス化して， 相互依存し
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あった結果としての都市群の空間秩序を論じている（p.403）」として，システ

ムの形成メカニズム解明にはリンクに注目する必要があると論じている。

次にリンケージ（都市間関係）を明示的に組み込んだ研究に関しては，結

節・機能構造を確定するための都市間流動一一」情報流動，人口流動，交通流動

（物資），資金流動ーーに関する諸研究，企業活動から見た都市間結合としての

本社一支社関係に関する諸研究，そしてイノベーションの都市間拡散と失業等

の経済変動の都市間波及プロセスに関する研究を取り上げ検討を行った後，今

後の課題は，蓄積された諸成果の総合化と動態的な相互関係（フィードパッ

ク・フ。ロセス）を定量的に把握し，都市群システムの変動・成長メカニズムを

捉えることにあるとしているo

村山の議論における難点は，諸研究をノード（都市群）の空間的秩序に関す

るものとリンケージ（都市間関係）に関するものに峻別したことであるo なぜ

ならば，ノードもリンケージも共に空間的構造の次元に属する事柄であり， リ

ンケージ＝諸都市間流動の空間的（都市間連結）構造の分析を行うこと（すな

わち，ある諸都市の閣のリンケージの存在を証明すること）それ自体では都市

システムの動態的変動過程のメカニズムを解明したことにはならないからであ

る（マルヤマ， 1963，邦訳1984）。またリンケージの空間的構造変化を時系列的

に分析したとしても， E章で論じる中心地理論と同様に，その諸変化を引き起

こしたものは理論に内在する変動メカニズムによるものではないという批判を

加えることができるO さらに，村山が述べている様にグラフ理論的な概念とし

てのノードやリンケージが考えられているとするならば， トポロジカル（位相

幾何学的）な空間概念を導入することで抽象的な空間での”つながりかたニ構

造”のみを問題とするグラフ理論においては，ノードとリンケージは対で用い

られて初めて意味を持つ概念であって，切り離して別個に考察できるような対

象ではない。

しかし，村山の議論において重要なのは，諸都市間で相互作用しあった結果

として諸都市の空間的秩序構造が形成されるとする見解であるo この指摘には

都市システム論を動態的理論に拡張する際に重要となる考え方が含まれてい

る。またそれと同時に，ここに中心地理論等の空間的秩序に関する諸研究と都
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市間関係に関する諸研究とを繋ぐ鍵がある。

既存の諸研究とこれらを分析する全体的枠組みに関する従来のアプローチに

対する検討を通じて，いくつかの重要な事柄が得られた。最初の所で見たよう

な明確な関連づけが十分になされていない実証的，理論的な諸研究を統合し接

合するためには，何よりもまず全体的な分析のフレームワークを確立しなけれ

ばならない。しかしながらそれは依然として不十分な形でしかなされていない

と言わざるをえない。加えてその枠組み構築の前提として都市システム研究自

体の研究対象領域の明確化を図る必要がある。

また，高度に経済的・社会的に統合された先進諸国社会においては，各都市

の成長・発展のメカニズムは独立的・自律的なプロセスではなく，他都市との

複雑な相互連関の中で規定される全体的なプロセスの一部として位置づけられ

るo 現代の先進経済における都市の成長や発展の問題は，都市システムという

枠組みの中で捉えていく必要があるo ますます複雑になる変動著しい現代の都

市システムを把握するには，どの様なアプローチが必要なのであろうか。次節

では，都市システムに関するある程度の規定とその研究対象領域の明確化を行

い，変動常なき現代の都市システムを射程に入れた動態的過程をその枠組みの

中に取り入れられるような，筆者の考える都市システム分析の全体的フレーム

ワークの提示を試みたい。

3) 都市システム研究の分析的フレームワーク

ある一群の都市の集合を諸都市のシステム（systemof cities, urban sys幽

tern）として捉え分析することを最初に明確な形で提起したのが Berryであ

ることは多くの論者によって指摘されているところである（日野， 1981；森川，

1990；村山， 1994）。

Berry は1964年の論文において，「全体としてシステムを理解することは，

それらの聞の諸関係と同様に，サプ・システム各々の理解を必要とするO …中

略… 諸都市群は，システム一一相互作用し相互依存する諸部分を包含する実

体一ーとして考察できることは明らかである。それらは構造的，機能的，動態

的に多種多様なレベルにおいて研究され，多種多様なサプ・システムに分割さ
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れるであろう（p.160）」と述べ，規模順位法則などの帰納的理論や中心地理論，

生態学に基づく Burgess らの都市社会学などの都市に関連する諸理論を，

van Bertalanffyの”一般システム理論3）”の枠組みの下に統合していくとい

う都市システム分析を進める際の全体的方向性を示した。システム論において

最も重要な鍵となる概念は喫関係”である（日野， 1981）。 Berryの議論におい

ては，相互作用・依存する諸都市の閣の”関係”と，諸理論・諸研究の聞の”関

係”という二つの関係がシステムと言う用語によって表現されている。

しかしながら，この論文において Berryは，各諸理論の接合・統合を行う際

にどのような方向性をもってそれを行うべきかについての提案を行ってはいる

が，具体的にどのような枠組みを作るかということには触れていない。それゆ

え都市システム研究の分析的フレームワークを構築する場合， Berryの提起し

た”システムとしての都市群”という問題意識をどのように生かしていくかが

問題となる。

都市間相互作用に関する代表的な研究者である Pred(1973）は，都市システ

ムを次のように定義しているo ド諸都市のシステム（systemof cities）”は，

ここでは，構成員である一つの都市の経済的諸活動，雇用構造，総所得，また

は人口におけるあらゆる重要な諸変化が，直接的・間接的に，構成員である他

の一つまたは複数の都市の経済的諸活動，職種構造，総所得，または人口にお

いて何らかの変化をもたらすであろうような，そのような方法において相互依

存している一群の諸都市として考えている（Pred,1973, p. 11）」。つまり Pred

は，ある都市における動態的な諸変化が，他都市に影響を与えることによって，

その都市の状態を動態的に変えていき，その相互依存の結果として全体のある

状態が作り出される，すなわち，相互依存を通じてシステムの全体的様相が動

態的に変動していくような動態的過程として諸都市のシステムを考えているの

であるo ここで考えられている”関係”とは，経済的な諸変動を連鎖反応的に

他都市に伝えていくような作用的な都市間相互依存喫関係”である。

それでは，相互作用関係によって結ぼれた一群の諸都市をシステムとして認

識するという Berryの提起した問題は，具体的にはどのようにしてなされる

のであろうか。システムを認識する際には，二つの異なった方法によって捉え
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ることができる。一つは，”作動”諸関係によって結ぼれた諸要素の組織体，つ

まり機能的システムとしてシステムを捉えるという機能主義的な立場からのシ

ステム把握である。そしてもう一つは，空間的な位置・配置関係や階層的諸関

係などの要素聞の”結合”諸関係に注目し，それによって成立する有機構成

( Organization）を有する諸要素の集合体としてシステムを捉える構造主義的

立場からのシステム把握であり，この場合のシステムは，構造的システム4）と

して認識される（河本， 1995）。

それゆえ，都市システムを認識する場合にも，これら二つの側面を持つシス

テムとして把握することが可能であるo 現実の都市システムは， Predが述べ

ているような，多種多様な経済的諸変動が空間的に波及していくことによっ

て，経済的成長や失業などが次々と連鎖反応的にシステム内の諸都市に伝達さ

れていき，その結果としてシステム全体の様相（構造）が動態的に変動してい

くという機能的連関プロセスとしての側面と，このような動態的プロセスの結

果として，諸生産部門・諸機能の立地・配置（分布パターン）やその階層的構

成，そして多様なフローの都市関連結構造といったかたちで空間的に実現され

た（静態的）構造としての側面の二つの側面から捉えることができるのである。

このような観点から見ると，中心地理論や都市間関係に関する研究などの既

存の諸研究の多くは，専ら都市システムを構造的な側面から捉えていたと言え

るであろう。これに対し，空間的な成長波及メカニズムを解明しようとした

ハーシュマン（Hirschman,A. 0. 1958，邦訳1961)や Myrdal(Myrdal, Gふ

”成長の極”理論，そして Pr吋らの諸研究は，都市（地域）経済の発展プロセ

スに注目すると言う意味で，機能的側面からシステムを把握しようとするもの

であるo これらの立場は，何らかの社会的・経済的な諸関係によって結ぼれた

諸都市の一群をある独自の発展（作用）法則を持つ組織体として理解し，諸都

市の成長・発展を他の諸都市との経済的・社会的相互依存関係の枠組みのなか

で捉えようとするものであると言えるo

これらのことから，機能・構造という二つの側面からシステムを把握するこ

とで”諸都市の聞の相互作用関係を通じた全体的な都市（地域）発展過程

(Urban Process）と，その相互依存の結果として形成される空間的構造（Urban
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Structure ；諸都市の［人口・経済的諸機能等の］階層的序列関係，立地・配

置，分布パターン：リンケージの空間的構造を含む）を明らかにする”ことこ

そが都市システム論の解明すべき研究対象（課題）となるO

それではこれらのこつの分析は，全体的な分析の枠組みの中でどのように位

置づけられるのであろうか。これを図式化したものが図II-1である。都市シ

ステム論は，機能・過程分析（Function-ProcessAnalysis）と構造・形態分

析（Structure-FormationAnalysis）の二つの分析から構成される。そして機

能・過程分析は，さらに都市内［発展］過程 (Intra-UrbanProcess），都市・

地域［発展］過程（Urban-RegionalProcess），そして都市間［発達］過程

(Inter-Urban Process）の三つのサプ・プロセスからなり，一方で構造・形態

分析は，都市内［空間］構造 (Intra-UrbanStructure），都市・地域［空間］

構造（Urban-RegionalStructure），そして都市間［空間］構造 (Inter-Urban

Structure）の三つから構成される。

機能・過程分析とは，システムの動態的な発展プロセスを明らかにすること

を目的とする分析であるo ここでのシステムは，機能的な一連の作動連関プロ

セスとして把握される。具体的には，都市間相互作用・依存関係を通じた諸都

市の発展過程や循環的・累積的フィードパック・プロセスを取り扱う分析がこ

れに相当することになるO これらの分析が，経済学における一国経済発展モデ

ルと異なっているのは，空間的な広がりが考慮されている点である。それゆえ

機能・過程分析は，そのサプ・プロセスとして，システムのー構成要素単位

(unit）である都市内部における発展過程を分析する都市内［発展］過程 (Intra

図11-1 都市システム研究の分析的フレームワーク

／都市内［発展］過程 (Intra-UrbanProcess) 
／機能・過程分析 l都市・地域［発展］過程（Urban-RegionalProcess) 

/ (Function-Process ＼都市間［発展］過程 (Inter-UrbanProcess) 
/ Analysis) I 爪

都市システム論〈 i空間的投影 ｜制約・規定

＼ f都市内［空間］構造 (Intra-UrbanStructure) 
＼構造・形態分析 l都市・地域［空間］構造（Urban-RegionalStructure) 
(Structure-Formation＼都市間［空間］構造 (Inter-UrbanStructure) 

Analysis) 



都市システム研究の分析的枠組みに関する一考察 -347ー

-Urban Process），波及効果，逆流効果などを通じて相互作用・依存する都市

とその後背地との諸関係によって規定された発展プロセスを明らかにする都

市・地域［発展］過程（Urban-RegionalProcess），そして他の諸都市との相

互作用・依存関係を通じた複数の諸都市の成長・発展プロセスを分析する都市

間［発展］過程 (Inter-UrbanProcess）の三つを含むことになる。そして，こ

れら様々なレベルのサブ・プロセスが複合的に作用しあうことで，全体システ

ムの発展プロセスが規定される。

このような機能・過程分析に対して，構造・形態分析においては，システム

の静態的な空間的構造を明らかにすることに主眼がおかれる。これは，諸都市

における人口や諸生産部門・経済的諸機能などの立地・配置による空間的分布

パターンや，その位置・配置によって形成される都市や諸機能の階層的序列の

形態，そしてそれらの諸都市を結び、つけている様々なリンケージの空間的な結

合構造形態を分析するものである。それゆえ，この分析では，主に空間的な秩

序 {order）や構造・形態がその考察の対象となる。また構造・形態分析は，機

能・過程分析におけるサプ・プロセスに対応して，都市内の空間的な様相を分

析する都市内［空間］構造 (Intra-UrbanStructure），都市とその後背地を含

む空間の形態を明らかにする都市・地域［空間］構造（Urban-RegionalStruc-

ture），そして他都市との位置・配置関係や諸都市の空間的分布パターン，階層

的諸関係を分析する都市問［空間］構造 (Inter-UrbanStructure）の三つのサ

ブ・カテゴリーから構成される。

これら構造・形態分析によって明らかにされるような空間的な構造（形態）

は，機能・過程分析によって分析される都市間相互作用・依存関係を通じた動

態的な成長発展プロセスの結果が空間的に投影されたものであるo それと同時

に，動態的発展フ。ロセスは，空間的構造によって制約・規定される。

機能的システムとは，純粋な機能的連関関係によって成立するシステムであ

る。このようなシステムは，構成要素間での連鎖的な作用一反応関係が継続的

に生じている限り存在し続けるo しかしながら，一端，この作用一反応関係が

どこかで途切れてしまったならば，その瞬間にこのシステムは消滅するO 機能

的システムとは， ”作動” し続けることによってのみ存在しえるシステムであ
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り，そのような意味において，真に動態的な”生きたシステム”であると言う

ζ とができる。

実際の都市システムにおいては，この作用一反応関係を引き起こすような諸

機能は，空間的に存在する何らかの”実体”によって担われている。それは大

企業の本社や支社，あるいは工場や研究所であったりと様々であるが，それら

の事業所が，都市システムの機能的構成要素としてある役割を果たすために

は，交通・通信ネットワーク等によって結び、つけられていなければならない。

またある場合には，現実の絶対的な空間的距離が，それらの事業所が構成要素

として機能することを妨げるであろう。機能を担う諸要素（事業所等）の構成

が異なれば，機能的システムの連関の様相もまた異なったものになるo それゆ

え，ネットワーク・インフラや諸機能の位置・配置といったある時点における

（静態的）空間的構造は，次期における動態的発展過程の作動の前提（制約）条

イ牛となるのであるo

また，このフレームワークに従えば，従来の見解にしばしば見られたような

フローとストック，あるいはノードとリンケージといった分け方は，非常に一

面的な区別，分類であることになる。先にも述べたように，フローやリンケー

ジは基本的には空間的構造システムに属する事柄である。しかしそれと同時

に，それらは機能的作動システムの要素として機能する側面も有している。都

市システムの動態的な発展過程を分析する際には， 7ローあるいはリンケージ

は，それが動態的な発展プロセスにおいて重要な役割を担っている場合におい

てのみ意味を持つのである。

注

1) 中枢管理機能が具体的に何を意味するのかについては，論者によって様々な見解

があるが，一般的には，主要企業の本社と支社のことであるとされる。しかし，この

用語を企業の意思決定機関を表す用語として用いる場合には，本社のみをこれに含

め，支社は含めないとする見解もあるo （青野， 1986；山本， 1994)

2) クリスタラーの理論構築方法そのものに，本来，動態的側面が含まれているとす

る説もある（Preston,1983, 1985）。

3) 有機構成（要素の総和に還元できない秩序性）を様々な現象領域に見いだし，それ
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らに共通の法則性を明示し，「情報理論」等を用いて，それらに微分方程式の表記を

与えることを目的とする”基幹科学”（Berry,1964；河本， 1995)

4) 本稿では構造という用語を， システムの各要素，各部分間の諸関係が示す空間的

な位置・配置， 階層等の構成関係を表すものとして，非常に限定された意味で用い

ている。

m 都市システムに関する諸研究の再整理

この章では，前章で提示した都市システム研究の分析的フレームワークに

従って既存の諸研究を再整理し，その再解釈を試みる。ここでは構造・形態分

析と機能・過程分析の各々について代表的な理論をとりあげて，その概要を示

すとともに，それらがどのように全体的な分析枠組みのなかに位置づけられる

のかを見ていく。

機能・過程分析と構造・形態分析の相違は，システムを機能主義的に認識す

るか，それとも構造主義的に認識するかというシステムを認識する際の認識方

法の相違であって，どちらも分析する対象は，現実の空間に広がっている諸都

市のシステムであることに変わりはない。それゆえ，構造・形態分析が空間的

構造を分析し，機能・過程分析が成長・発展フ。ロセスの解明を目的とするから

といって，機能・過程分析が，空間的広がりを考慮しない非空間的モデルであ

ることを意味しないし，同様に構造・形態分析が，諸要素聞の相互作用関係を

全く考えない現実の状態を記述するだけのものというわけでもない。特に体系

的な理論的諸研究の場合には，空間的構造と作用連関の両方の側面を多かれ少

なかれ備えていることから，すべての都市システムに関する諸研究を，これら

の点からどちらか一方のみに属するように厳密に分類することはできない。

むしろ機能・過程分析と構造・形態分析を峻別する点は，その理論が，シス

テムが作動することによって自らの全体的構造を変革していくという動態的な

理論構成を備えているかどうかにある（河本， 1995）。従って，そのような構造

自体の動態的変動過程を導くものが動態的な機能・過程分析であり，作用の動

的均衡の結果として形成された構造そのものを分析するのが静態的な構造・形

態分析となるo つまりは，機能・過程分析とは構造”生成論”であり，構造・
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形態分析は構造“関係”論であるということができょう。

1) 構造・形態分析に関する諸理論

空間的構造の分析において，その中核をなす理論は中心地理論である。クリ

スタラー（Christaller,W. 1933，邦訳1969）とレッシュ（Lむch,A. 1940，邦訳

1991)の業績を出発点として，数多くの研究者らによって形成されてきた中心

地理論は，今日までの都市システムに関する最も体系的な理論であり（森川，

1990），先に見たように，いくつかの批判や現代の都市システムに対する説明能

力の限界を指摘されながらも，なお依然として都市システム論における最も重

要な理論である。

ペリー＆パル (1988，邦訳1992）によれば，中心地理論の主要な問題関心は，

①中心地の階層秩序に関する問題，②中心地と補完地域との関連の問題，③中

心地相互間の間隔およびその分布パターン問題の三つで、あるo 中心地理論の基

本的な理論構成5）としては，まず消費者が均等に分布する「均一需要平面」を仮

定し，中心地から補完区域（地域）と呼ばれる周辺地域に対して中心的財が供

給されるとする。中心地は，やがて競争を通じて一種の空間的市場分割がなさ

れることで，ある一定間隔を保って均等に分布するようになり，蜂房状の市場

圏構造が形成される。それらの中心地から供給される中心的財（機能）には，

各々最低必要需要量があり，それがより大きいものは，より大きな市場圏を必

要とする。そして，これらが重層的に積み重なることによって中心地の階層的

構造が形成されるというものであるo

このように，空間独占競争という中心地聞の相互依存作用を通じて形成され

た空間的（秩序）構造は，一種の動的均衡状態にある。それゆえ，一端このよ

うな構造が成立してしまえば，中心地理論自体には，その構造を動態的に再編

成していくような理論展開はありえない。このような意味において，中心地理

論は静態的であり，構造・形態分析として位置づけることができる。

中心地理論を動態化する試みとしては，前提条件や外的諸要因の諸変化を導

入することで，歴史的な変動に対する中心地理論の説明能力を拡張するアプ

ローチがある（鈴木， 1988）。これらの見解によれば，規模の経済の進展や交通
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手段の改善に伴って，高次中心地の後背地が拡大し，それによって低次中心地

が淘汰されたり，集積によって人口密度の分布が不均一になることで人口調密

となった地域の蜂房構造が相対的に縮小するなどの歴史的な動向に沿った中心

地構造の動態変化が捉えられるとしている。これらは一面では歴史的な現実の

動向をうまく説明してはいるが，このアプローチによって導かれる諸変化は，

理論の前提条件や外在的諸要因の変化を契機として生じる事柄にすぎず，理論

体系そのものから内在的に引き出された変動ではない。また，これらの方法に

よって現実の状態に近い変化がモデル的に導かれたとしても，そこでのシステ

ムの空間的結合構造，つまりグラフ理論で言うところのトポロジー（位相幾何

学）的な基本構造は，なんらの変更も受けず維持されたままになっているo そ

れゆえ， トポロジー的なグラフの結合構造自体を変えていくような，システム

の動態的構造変動を把握するためには，中心地理論のような静態的な方法では

なく，より動態的なアプローチが必要となるのであるo

結局のところ，中心地理論は，平面的に広範に存在する最終消費者に向けて

消費財（と消費者サービス）を供給する諸機能の空間的配置（立地）システム

であると言うことができょう。このシステム内（都市間，都市一後背地問）を

流れるフローは，最終消費財，消費的・社会的サービス（＝消費者人流，消費

者情報流）であるo この種のフローは，輸送（移動）費用最小化に対するプラ

イオリティーが非常に高い。それゆえ，これらの財を供給する諸機能は，全体

的な輸送費用低減を求めて交通・輸送ネットワークの結節点である中心地に立

地・集積し，その地点から隣接する周辺地域に対して財を輸送・供給すること

になる。その場合に，フローが空間的に流れるパターン，つまりリンケージの

空間的構造は，中心地を結節点としたハブ・アンド・スポーク構造をとるよう

になり，規則正しく秩序立ったシンメトリカル6）な空間的秩序構造を形成する

ことになる（Dunn,1970）。

しかし、産業構造の高度化が進み迂回生産が進展すると，一般的に一国の全

フローに占める中間財・資本財の割合が消費財よりも大きくなる。このような

状況においては，ある都市が消費財のフロー＝リンケージの焦点となっている

よりは，中間財・資本財のフロー＝リンケージの焦点となっている方が成長・
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発展プロセスにおいて有利になる。それは都市形成（発展）の側面において消

費財のフロー＝リンケージの結節点の空間編成力が相対的に減少するであろう

ことを示唆しているo そして，次にはどのフロー＝リンケージが重要になるの

かは，全体の産業構造に規定された全体的な成長・発展プロセスに依存するこ

とになる。

このように中心地理論は，分析的フレームワークにおける構造・形態分析に

相当し，主に都市・地域（空間）構造と都市間（空間）構造の解明を目的とす

る研究として考えることができるであろう。

2) 機能・過程分析に関する諸理論

機能的な作動連関システムとして都市システムを把握し，その成長・発展プ

ロセスの問題を直接的に扱った研究は，今までのところ，まだごく少数にとど

まっている。このような研究状況のなかで，明示的な形でこの問題に取り組み，

諸都市の成長・発展過程のメカニズムの分析を行ったのが Pred(1973, 1976, 

1977）である。

Predは，先進経済における都市の成長・発展には，経済的な専門情報の循

環（theCirculation of Specialized Information）とその利用可能性が，決定

的な役割を果たしているとして，都市間相互連関を通じた都市システムの成

長・発展過程が必然的に都市聞に成長率の格差をもたらすシステムについて論

じている（Pred,A. 1977）。経済的に重要な意味を持つような専門情報を伝達

する手段としては，一般に，マスメディアや情報通信媒体よりは，対面接触が

主として利用される。それゆえ，そのような情報の循環経路は，対面接触の手

段としての鉄道，高層道路，航空網などの交通ネットワークの結節点，企業や

行政機関の集積地点などにおいて最も容易に見いだすことができる。従って，

専門情報は，そのようなネットワークの結節点，諸事業所の集積地点に空間的

に偏在（Spatial-Bias）することになり，一般的にはそれは大都市であること

から，大企業の本社などの意思決定機関は，情報がより大量・容易に得られる

大都市に立地・集積する。

次いで Predは，ある程度の本社（高レベルの管理機能）の蓄積を持った大
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図m-1 循環的・累積的フィードパック過程としての，巨大都市複合体に
おける高レベル組織管理活動の蓄積

高レベルな組織管理
機能の誘因の増大

高レベルな車tE!.J織の
管理単位の新規立
地あるいは拡大

ビジネス・サービス
活動または運輸・通
信サービスの新規立
地あるいは拡大

出所） Pred (1977) p. 117. 

ビジネス・サービス
活動と運輸・通信サー
ビスの需要の増大

都市は，ポジティヴな循環的・累積的フィードパック過程の作用によって，専

門情報循環を局地的に強化し，専門情報を求める本社機能を引き寄せることで

さらに発展するとするo 図m-1は， この作動連関システムとしての成長・発

展過程をモデル化したものである。

この循環的・累積的フィードパック過程は， 2つのフィードパック・ループ

からなる。 1つ自のループは，本社などの高次管理機能の新規立地，あるいは活

動の拡大が，当該地域の対企業サービスと運輸・通信サービスに対する需要を

増大させ，それらのサービスを供給する諸活動の新規立地あるいは活動の拡大

を生じさせる。これが当該地域を高次管理機能（本社）の立地にとってさらに

魅力的なものとすることで，さらなる新規立地，増設を導く。 2つめのループ

は，高次管理機能の新規立地・活動拡大が，それら事業所聞における専門情報

の局地的循環を増大させ，専門情報の利用可能性を高めることで当該地域の本

社立地に対する魅力が増大し，再び本社の新規立地・活動拡大を導く。このよ

うな循環的・累積的にフィードパックする作用プロセスを通じて，大企業の本

社の既存集積都市では累積的にそれらの諸機能が蓄積され，専門情報循環の利

用可能性の空間的偏りがさらに強められる（Pred,1977）。これは，先の分析的

フレームワークに従えば都市内（発展）過程に相当するものである。
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それでは，このような循環的・累積的過程が都市間関係にまで拡張された場

合，つまり分析的フレームワークで言うところの都市間（発展）過程はどの様

なものになるのであろうか。 Predは，これを次のように説明している（図Ill-

2）。まず彼は，先進経済の現代的都市システムにおける，専門情報循環の主要

経路となり，都市間相互依存を創出する主体として複数立地を行う巨大企業組

織の役割に注目する。そして，ある大都市C1における巨大組織の新規立地また

は活動の拡大は，その大都市圏内での局地的乗数効果とともに，前方・後方連

関を通じて他都市C2,Cs，…Cnへの非局地的乗数効果を発生させる。それは大

都市間での取引活動〈相互作用）を増大させ，それとともに，これら諸都市間

での専門情報循環を強化する。そしてこれが再び既存大都市での新規立地と活

動の拡大を導くというようにフィードパックし，一連の作動連関のループを形

図III-2 先進経済における巨大都市複合体の都市規模成長の循環的・累積的フィード

パック過程

所得と直接的・間接

的局地的乗数効果

C2,C3，…， Cnにお

ける公的あるいは私

的組織単位の誕生ま

たは拡大

所得と直接的・間接

的局地的乗数効果

C，における公的あ

るいは私的の組織単

位の誕生または拡大

私的・公的組織の

財とサービスの相

互作用の拡大

（相互依存の拡大）

出所） Pred (1977) p. 175. 

新規仕入先，新規販売代理店，

私的投資機会，または公的組織

の再配分の選択の開拓

成長誘発的イノベ

ーションの採用

空間的に偏った専門情報循環：

(1）新規仕入先，新規販売代理店，

私的投資機会，または公的組

織の配分（配置）の選択に関

する：

(2）成長誘発的イノベーション，

先行採用者の経験と立地の選

択の存在またはそれらに対す

る需要に関する：

新規仕入先，新規販売代理店，

私的投資機会，または公的組織

の再配分選択の開拓

成長誘発的イノベ

ーションの採用
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成するとしている（Pred,1977）。

このようにして Predは，都市間情報循環と組織的立地パターンが互いに

フィードパックしあうことで，都市システムが発展する動態的プロセス（Pred,

1973）を明らかにしたのであるが，ある都市がこのような成長プロセスの

フィードパック・ループに乗る，つまり，ある都市がそのような成長誘発的革

新を受け取ることができるかどうかは，その都市の既存の機能集積量と共に，

情報通信，航空・交通などのフロー・ネットワークの空間的連結構造によって

規定される。また革新の発生都市との絶対的距離などの都市の位置・配置構造

によっても制約される。このような空間的構造に規定・制約されて，革新を受

け取ることができなかった都市とできた都市との間では動態的な発展プロセス

を通じて成長率の都市間格差が生じる。そして個々の成長率格差が空間的に投

影された時に，そこに都市規模の相違による都市の階層性が見いだされること

になるのであるo

Predの場合には，歴史的初期に形成された交易ラインが情報循環の経路と

なって，後の都市システムの構造を規定し，歴史的に見た大都市の長期的なラ

ンクの安定性を生みだすことで，先行する諸大都市と他の中小諸都市との聞の

格差を維持・拡大するように作用する。こうして描き出される都市システムの

空間的構造は，中心地理論のような規則的で秩序立ったものではなく，歴史的

特異性と複数立地組織の多様な空間的配置パターンを反映した非常に複雑で錯

綜したアシンメトリカルなものになる（Dunn,1970; Pred, 1973; Wameryd, 

1971)。

Predの問題意識は，大企業体制とその中枢管理機能の強化が進む現代先進

諸国における都市システムの姿を描き出すことにあった。それゆえ，彼はそこ

において重要な役割を果たすであろう情報に注目し，組織単位の立地，非局地

的乗数効果，革新の拡散と採用といった事柄を一つのモデルに組み込むための

媒介項として専門情報の地域的循環に大きな役割を与えたのである（Pred,

1973）。しかし，このようなあらゆる物事における情報の役割の強調は，かえっ

て情報の内容を空虚なものにしてしまう危険があることを指摘しておくべきだ

ろう。現実の都市システムには， Predが描き出した以外にも様々なフィード
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ノマック過程が存在しており，それらはこれから解明されるべき重要な課題であ

る。 Predが示したモデルは，構造・形態分析における中心地理論と共に，機

能・過程分析における最も体系的な研究であるが，情報というあまりにも万能

で普遍的な概念を中心に据えて理論を展開しているために，逆に情報の地域的

循環を語れば全てが解決してしまうような印象を与えてしまう可能性があるo

また，現代都市システムを分析する際に大企業組織の空間的構造を解明する

ことが重要であるとの Predの指摘は， 喫企業の地理学”に関する研究の隆盛

と相まって，これまで多数の研究者によって，彼の都市システム論における最

も重要な貢献とされてきた（日野， 1981；村山， 1994；森川， 1982）。 Predの

問題意識と理論構成から見れば，このような指摘はある程度正しいともいえる

が，何度も述べているように，彼の最大の貢献は，むしろ動態的な成長・発展

過程として都市システムを捉えるという都市システム分析における認識の転換

をおこなったことにあるo例えば，シリコンパレーや“第三のイタリア”など

の中小企業の地域的ネットワークからなる地域を分析する際に，大企業組織の

空間構造分析を理論的中枢に据えるからといって， Predの理論が全く役に立

たないということにはならない。それはむしろ，彼が示したような成長・発展

のフィードパック・モデルをそれらの地域に適合するような形で再構築するこ

とによってこそ，それら諸地域の成長・発展に対するより深い理解が得られる

ようになるだろう。

3) 小括：都市システムの動態的変動過程

空間的構造モデルとしての静態的理論と発展プロセス・モデルとしての動態

的理論とは本来相互補補完的な関係にあるo中心地理論と Predの理論は，互

いに矛盾するものではなしまた，どちらかが一方的に優れているというもの

でもない。ただ，従来の諸研究が静態的な構造分析にあまりにも傾注し，動態

的過程に対する研究があまりにも少なかったことが問題だったのであるo動態

的過程には，非常に多岐にわたる様々なレベルのサブ・プロセスが存在する

が，これらを順次解明していくことが，これからの都市システム研究において

重要な課題となってくるだろう。
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そして，これらの多数のサブ・プロセスの相互作用関係を統合したところに

全体的な都市システムの成長・発展過程が現れてくる。それは非常に複雑な構

造を持つシステムになると考えられるが，そのようなシステムの全体像を，構

造を一義的に決定できるような法則定立的なアプローチ（例えば，中心地理論）

によって解明することは非常に困難であろう。むしろ全体の構造は不定だが，

どのようなルールによって全体が構成されていくかを解明するような規則解明

的なアプローチの方が有効と恩われる。例えば，初期条件の極小の差異を加速

度的に拡大する逸脱増幅過程（マルヤマ， 1963，邦訳1984）としてのフィード

パック・ループなどが，そのようなルールの一つになり得るだろう。そのよう

な場合には，動態的変動過程としての都市システムは，多種多様なルールに

従って自らの構造を“生成”していく自己組織システムとして把握されること

になるであろう。

注

5) ここでの中心地構造の編成原理の説明は，主としてレッシュ (1940，邦訳1991)に
よるものを用いている。

6) Dunn (1970）は，中心地理論のような規則的でシンメトリカル（symmetrical: 
調和的，均整的，対象的，相称的）なフローのネットワークの構造を，回路状ネット
ワークと呼び，これに対してアシンメトリカル（asymmetrical：不調和，不均整的，
非対象的，非相称的）な構造を示すネットワークを樹木状ネットワークと呼んでい
るo

IV おわりに

都市システム分析の全体的なフレームワークとして，従来からの視点とは異

なる代替的な視点を提示することによって，明確な関連性がないまま行われて

きた既存の実証的・理論的諸研究を都市システム論という一つの枠組みの中に

位置づけることが本稿の主要な目的であった。この目的に対しては，本稿は一

定の成果を得られたのではないかと思う。しかし，本来なら都市システムに関

する様々な諸研究を一つ一つ位置づ、けてし、く作業が必要であるところを，筆者

の主要な問題関心から，本稿では代表的な理論的研究にのみ限定してその作業
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をおこなった。このような意味で，本稿には多くの課題が残されているといえ

る。今後は数多くの残された課題を解決していかなければならないが，筆者の

問題関心から見て最も重要であると思われる課題を一つ取り上げて，本稿の締

め括りとしたい。

本稿で明らかになったことの一つに，機能的な側面から都市システムを捉え

て動態的な発展過程を明らかにする諸研究は，空間構造の分析に関する諸研究

に比べると甚だ不十分にしか行われていないということがあった。成長・発展

過程は，その国の発展段階や時代的背景としてのマクロ経済的状、況，あるいは

その国が世界経済において占める位置等によって異なっている。そしてその発

展プロセスに対応して都市を発展させるようなフローもまた異なってくる。そ

のような成長・発展のプロセスの諸変化は，基本的には，まず生産過程内部の

諸変化によって規定される。現在，生産過程内部へのコンビューターの導入に

よる ME化や情報化といった形で世界的規模の変動が生じている。それらは，

生産手段の転換とそれに伴う生産形態，企業形態，市場の調整様式などの成

長・発展過程を規定する諸要素を変化させっつ進行している。このような現在

進行しつつある生産過程内部の諸変化が，どのように発展プロセス自体を変え

ていくのかが，今後の都市システム研究においても，その動態的側面の動向を

占う上でも明らかにしていかなければならない大きな課題であると考えられ

る。
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